
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
互いに平行する一対のダイポールアンテナパターンを 誘電体基板に形成した第
１および第２のプリント化ダイポールアンテナと、
前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナの各ダイポールアンテナパターンに
それぞれ接続される 給電回路パターンを誘電体基板に形成したプリント化給電回路と
、を備え、

前記 プリント化ダイポールアンテナの それらに形成された前
記各ダイポールアンテナパターン相互が対向するように平行配置するとともに、

たことを特徴とする無指向アンテナ。
【請求項２】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける各ダイポールアンテナパタ
ーンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポールアン
テナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、
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長方形状の

並列

前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける一対のダイポールアンテナ
パターンは、それらのアンテナの誘電体基板の長手方向軸線に沿うように、かつ、該軸線
を中心として対称に位置するように形成され、

第１、第２の 誘電体基板を、
前記第１

、第２のプリント化ダイポールアンテナの誘電体基板と前記プリント化給電回路の誘電体
基板とがＨ状の断面を形成するように、前記プリント化給電回路の誘電体基板の一側およ
び他側を前記対向する第１、第２のプリント化ダイポールアンテナの誘電体基板の長手方
向軸線上にそれぞれ位置させ



前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンに接続したこと
を特徴とする請求項１に記載の無指向アンテナ。
【請求項３】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける各ダイポールアンテナパタ
ーンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポールアン
テナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、
前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンから切離したこ
とを特徴とする請求項１に記載の無指向アンテナ。
【請求項４】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける各ダイポールアンテナパタ
ーンの一部を切欠いて、これらの各ダイポールアンテナパターン内にこれらのダイポール
アンテナパターンよりも長さの短いダイポールアンテナパターンをそれぞれ形成し、
前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンに接続したこと
を特徴とする請求項１に記載の無指向アンテナ。
【請求項５】
互いに平行する一対のダイポールアンテナパターンを 誘電体基板の長手方向に
複数対縦続形成してなる第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナと、
前記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナの各ダイポールアンテナパタ
ーンにそれぞれ接続される 給電回路パターンを誘電体基板に形成したプリント化給電
回路と、を備え、

前記 プリント化ダイポールアレーアンテナの それらに形成さ
れた前記各ダイポールアンテナパターン相互が対向するように平行配置するとともに、

たことを特徴とする無指向アンテナ。
【請求項６】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポー
ルアンテナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、
前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンに接続したこと
を特徴とする請求項５に記載の無指向アンテナ。
【請求項７】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポー
ルアンテナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、
前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンから切離したこ
とを特徴とする請求項５に記載の無指向アンテナ。
【請求項８】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの一部を切欠いて、これらの各ダイポールアンテナパターン内にこれらのダイ
ポールアンテナパターンよりも長さの短いダイポールアンテナパターンをそれぞれ形成し
、
前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンに接続したこと
を特徴とする請求項５に記載の無指向アンテナ。
【請求項９】
前記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
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前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける一対のダイポールアンテナ
パターンは、それらのアンテナの誘電体基板の長手方向軸線に沿うように、かつ、該軸線
を中心として対称に位置するように形成され、

第１、第２の 誘電体基板を、
前

記第１、第２のプリント化ダイポールアレーアンテナの誘電体基板と前記プリント化給電
回路の誘電体基板とがＨ状の断面を形成するように、前記プリント化給電回路の誘電体基
板の一側および他側を前記対向する第１、第２のプリント化ダイポールアレーアンテナの
誘電体基板の長手方向軸線上にそれぞれ位置させ



ナパターンの対間に、それぞれシールドポストパターンを形成したことを特徴とする請求
項５ないし８のいずれかに記載の無指向アンテナ。
【請求項１０】
前記プリント化給電回路の給電回路パターンが、該給電回路の基板の長手方向に沿うグラ
ンドパターンを備え、導電体からなるカバープレートをこのグランドパターンに対向して
配設して、該カバープレートと前記グランドパターン間に形成されるスペースに給電ケー
ブルを配設するようにしたことを特徴とする請求項５ないし９のいずれかに記載の無指向
アンテナ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、プリント化された無指向アンテナに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
携帯電話用簡易基地局等においては、垂直ダイポールアンテナ等を組合わせた無指向アン
テナが使用されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
従来の無指向アンテナは、構造が複雑であるので、小型かつコンパクトに構成することが
困難である。特に、アレー状に構成した場合には、一層構造が複雑になり、かつ、給電線
の配設に手間を要することになる。
本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、小型かつコンパクトに構成する
ことができる無指向アンテナを提供することを目的としている。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
本発明は、互いに平行する一対のダイポールアンテナパターンを 誘電体基板に
形成した第１および第２のプリント化ダイポールアンテナと、前記第１および第２のプリ
ント化ダイポールアンテナの各ダイポールアンテナパターンにそれぞれ接続される 給
電回路パターンを誘電体基板に形成したプリント化給電回路と、を備え、

前記 プリント化ダイポールアンテナの
それらに形成された前記各ダイポールアンテナパターン相互が対向するように平

行配置するとともに、

ている。
【０００５】
この発明によれば、第１のプリント化ダイポールアンテナの基板、第２のプリント化ダイ
ポールアンテナの基板、およびプリント化給電回路の基板がＨ状の断面を形成するように
配置されるので、小型かつコンパクトな無指向アンテナが構成される。
【０００６】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける各ダイポールアンテナパタ
ーンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポールアン
テナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、この長さの短かい各ダイポールアンテ
ナパターンを前記給電回路パターンに接続するように構成することができる。この構成に
よれば、複数の周波に共用することが可能になる。
【０００７】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける各ダイポールアンテナパタ
ーンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポールアン
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並列
前記第１および

第２のプリント化ダイポールアンテナにおける一対のダイポールアンテナパターンは、そ
れらのアンテナの誘電体基板の長手方向軸線に沿うように、かつ、該軸線を中心として対
称に位置するように形成され、 第１、第２の 誘電体
基板を、

前記第１、第２のプリント化ダイポールアンテナの誘電体基板と前
記プリント化給電回路の誘電体基板とがＨ状の断面を形成するように、前記プリント化給
電回路の誘電体基板の一側および他側を前記対向する第１、第２のプリント化ダイポール
アンテナの誘電体基板の長手方向軸線上にそれぞれ位置させ



テナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、この長さの短かい各ダイポールアンテ
ナパターンを前記給電回路パターンから切離すように構成することができる。この構成に
よれば、上記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンが共振動作するため、やはり、
複数の周波に共用することが可能になる。
【０００８】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける各ダイポールアンテナパタ
ーンの一部を切欠いて、これらの各ダイポールアンテナパターン内にこれらのダイポール
アンテナパターンよりも長さの短いダイポールアンテナパターンをそれぞれ形成し、上記
長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを上記給電回路パターンに接続するように構
成することができる。この構成によれば、複数の周波に共用する機能をよりコンパクトな
構成で実現することができる。
【０００９】
本発明は、互いに平行する一対のダイポールアンテナパターンを 誘電体基板の
長手方向に複数対縦続形成してなる第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテ
ナと、前記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナの各ダイポールアンテ
ナパターンにそれぞれ接続される 給電回路パターンを誘電体基板に形成したプリント
化給電回路と、を備え、

前記
プリント化ダイポールアレーアンテナの それらに形成された前記各ダイポ
ールアンテナパターン相互が対向するように平行配置するとともに、

ている。
【００１０】
この発明によれば、第１のプリント化ダイポールアレーアンテナの基板、第２のプリント
化ダイポールアレーアンテナの基板、およびプリント化給電回路の基板がＨ状の断面を形
成するように配置されるので、小型かつコンパクトなアレー構成の無指向アンテナが構成
される。
【００１１】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポー
ルアンテナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、この長さの短かい各ダイポール
アンテナパターンを前記給電回路パターンに接続するように構成することができる。この
構成によれば、複数の周波に共用することが可能になる。
【００１２】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの側方に、これらのダイポールアンテナパターンよりも長さの短かいダイポー
ルアンテナパターンをそれぞれ平行かつ隣接して形成し、この長さの短かい各ダイポール
アンテナパターンを前記給電回路パターンから切離すように構成することができる。この
構成によれば、上記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンが共振動作するので、や
はり、複数の周波に共用することが可能になる。
【００１３】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの一部を切欠いて、これらの各ダイポールアンテナパターン内にこれらのダイ
ポールアンテナパターンよりも長さの短いダイポールアンテナパターンをそれぞれ形成し
、前記長さの短かい各ダイポールアンテナパターンを前記給電回路パターンに接続するよ
うに構成することができる。この構成によれば、複数の周波に共用する機能をよりコンパ
クトに実現することができる。
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長方形状の

並列
前記第１および第２のプリント化ダイポールアンテナにおける一

対のダイポールアンテナパターンは、それらのアンテナの誘電体基板の長手方向軸線に沿
うように、かつ、該軸線を中心として対称に位置するように形成され、 第１、第２の

誘電体基板を、
前記第１、第２のプ

リント化ダイポールアレーアンテナの誘電体基板と前記プリント化給電回路の誘電体基板
とがＨ状の断面を形成するように、前記プリント化給電回路の誘電体基板の一側および他
側を前記対向する第１、第２のプリント化ダイポールアレーアンテナの誘電体基板の長手
方向軸線上にそれぞれ位置させ



【００１４】
上記第１および第２のプリント化ダイポールアレーアンテナにおける各ダイポールアンテ
ナパターンの対間に、それぞれシールドポストパターンを形成することができる。この構
成によれば、隣接するダイポールアンテナパターンの対間における干渉を抑制して、Ｖ．
Ｓ．Ｗ．Ｒ特性をより向上することができる。
【００１５】
上記プリント化給電回路の給電回路パターンが、該給電回路の基板の長手方向に沿うグラ
ンドパターンを備え、導電体からなるカバープレートをこのグランドパターンに対向して
配設して、該カバープレートと前記グランドパターン間に形成されるスペースに給電ケー
ブルを配設するように構成することができる。この構成によれば、給電ケーブルによる影
響を少なくすることができる。
【００１６】
【発明の実施の形態】
図１は、本発明に係る無指向アンテナの実施の形態を示す断面図である。なお、このアン
テナは、例えば、携帯電話用簡易基地局等において使用される。
この無指向アンテナは、一対のプリント化ダイポールアンテナ１０，１０をプリント化給
電回路２０を介して対向配設し、これらをＦＲＰ等からなるカバー３０内に収容した構成
を有する。
【００１７】
プリント化ダイポールアンテナ１０は、図２に示すように、長方形状の誘電体基板１１上
に一対のダイポールアンテナパターン１２，１２と、このダイポールアンテナパターン１
２，１２よりは長さの短い一対のダイポールアンテナパターン１３，１３とをそれぞれ薄
膜導体で形成した構成を有する。
【００１８】
なお、この実施の形態では、ダイポールアンテナパターン１２を８８５ＭＨｚを中心周波
数とする８１０～９６０ＭＨｚの周波数帯に適用し、ダイポールアンテナパターン１３を
２．０４５ＧＨｚを中心周波数とする１．９２～２．１７ＧＨｚの周波数帯に適用してい
る。
【００１９】
ダイポールアンテナパターン１２，１２は、基板１１の長手方向に沿ってかつ互いに平行
して形成され、この例では、それらの長さＬ１が約０．４λ（８８５ＭＨｚ）に設定され
るとともに、それらの間隔Ｌ２が約０．１５λ（８８５ＭＨｚ）に設定されている。
また、ダイポールアンテナパターン１３，１３は、それぞれダイポールアンテナパターン
１２，１２に平行するようにそれらの外側に配設され、この例では、それらの長さＬ３が
約０．３７λ（２．０４５Ｇ）に設定されるとともに、それらの間隔Ｌ４が約０．５２λ
（２．０４５ＧＨｚ）に設定されている。
【００２０】
ダイポールアンテナパターン１２，１２の一方の給電点１２ａ，１２ａとダイポールアン
テナパターン１３，１３の一方の給電点１３ａ，１３ａは、給電点１２ａ，１２ａ間に介
在する薄膜導体からなる給電ラインパターン１５ａによって共通接続され、また、ダイポ
ールアンテナパターン１２，１２の他方の給電点１２ｂ，１２ｂとダイポールアンテナパ
ターン１３，１３の他方の給電点１３ｂ，１３ｂは、給電点１２ｂ，１２ｂ間に介在する
薄膜導体からなる給電ラインパターン１５ｂによって共通接続されている。
【００２１】
一方、プリント化給電回路２０は、図３に示すように、長手方向長が図２に示す基板１１
のそれと等しく設定され、かつ、幅長Ｌ５が約０．１６λ（８８５ＭＨｚ），０．３８λ
（２．０４５ＧＨｚ）に設定された長方形状の誘電体基板２１を備え、この基板２１の一
方の面に薄膜導体からなる分岐回路パターン２２を形成するとともに、他方の面に薄膜導
体からなるグランドパターン２３を形成してある。
【００２２】
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分岐回路パターン２２は、基板２１の一端から中央部に至る主線路２２ａと、この主線路
２２ａから左右に分岐する分岐線路２２ｂ，２２ｂとを有している。また、グランドパタ
ーン２３は、基板２１の中央部を長手方向に縦断する態様で形成され、その幅Ｌ６は、約
０．０９λ（８８５ＭＨｚ），０．２０λ（２．０４５ＧＨｚ）に設定されている。
なお、主線路２２ａは、分岐線路２２ｂ，２２ｂとの整合をとるために、先端部に向かう
ほどその幅が広くなるように形成されている。
【００２３】
図１に示したように、上記各プリント化ダイポールアンテナ１０，１０の基板１１，１１
は、ダイポールアンテナパターン１２，１３を形成した面が互いに対向するように平行に
配設されている。また、プリント化給電回路２０の基板２１は、一側および他側が上記基
板１１，１１の各長手方向中心軸線上に位置するように該基板１１，１１間に介在されて
いる。したがって、組み合わされた基板１１，１１と基板２１は、Ｈ形の断面形状を有し
ている。
【００２４】
プリント化給電回路２０における分岐回路パターン２２の各分岐線路２２ｂ，２２ｂは、
それらの先端部が対応するプリント化ダイポールアンテナ１０，１０の給電ラインパター
ン１５ａの中間点にそれぞれハンダ付け等の手段で電気的に接続され、また、プリント化
給電回路２０におけるグランドパターン２３は、上記各分岐線路２２ｂ，２２ｂの先端部
に対応する部位においてプリント化ダイポールアンテナ１０，１０の給電ラインパターン
１５ｂの中間点にそれぞれ同様の手段で電気的に接続される。
【００２５】
このような構成を有するこの実施の形態に係る無指向アンテナは、上記各基板１１，１１
および２１が垂直な方向に向くように設置され、その際、プリント化給電回路２０におけ
る主線路２２ａの基端部とグランドパターン２３の対応する端部との間に図示していない
給電ケーブルが接続される。なお、この給電ケーブルは、図示していない高周波コネクタ
を介して接続することができる。
【００２６】
図１に示すように、この無指向アンテナは、４つのダイポールアンテナパターン１２がそ
れぞれ略正四角形の各角部に位置され、また、４つのダイポールアンテナパターン１３が
上記略正四角形よりも一辺が若干大きな四角形の各角部にそれぞれ位置されている。
垂直に向けられた４つのダイポールアンテナパターン１２の水平面内指向性は、それぞれ
該パターン１２を中心とする円形であるから、これらのダイポールアンテナパターン１２
の合成水平面内指向性は後述するように略円形になる。
【００２７】
同様に、垂直に向けられた４つのダイポールアンテナパターン１３の水平面内指向性は、
それぞれ該パターン１３を中心とする円形であるから、これらのダイポールアンテナパタ
ーン１３の合成水平面内指向性も略円形になる。
つまり、４つのダイポールアンテナパターン１２からなるアンテナ構成体および４つのダ
イポールアンテナパターン１３からなるアンテナ構成体は、それぞれ無指向アンテナとし
ての機能を有する。
【００２８】
図４は、この実施の形態に係る無指向アンテナのＶ．Ｓ．Ｗ．Ｒ（電圧定在波比）特性を
示している。なお、この図４において、横軸の目盛は２００ＭＨｚステップで付され、ま
た、縦軸の目盛は５ｄＢステップで付されている。
この図４から明らかなように、この実施の形態に係る無指向アンテナは、４つのダイポー
ルアンテナパターン１２からなるアンテナ構成体の作用により、使用周波数帯域８１０～
９６０ＭＨｚにおいて良好なＶ．Ｓ，Ｗ．Ｒ特性を示し、また、４つのダイポールアンテ
ナパターン１３からなるアンテナ構成体の作用により使用周波数帯域１．９２～２．１７
ＧＨｚにおいて良好なＶ．Ｓ，Ｗ．Ｒ特性を示す。
【００２９】
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一方、図５、図６および図７は、この実施の形態に係る無指向アンテナの周波数８１０．
０ＭＨｚ、８８５．０ＭＨｚおよび９６０．０ＭＨｚについての水平面内指向特性を、ま
た、図８、図９および図１０は、同アンテナの周波数１．９２ＧＨｚ、２．０４ＧＨｚお
よび２．１７ＧＨｚについての水平面内指向特性をそれぞれ示している。
これらの図から明らかなように、この実施の形態に係る無指向アンテナは、使用周波数帯
域においてほぼ円形の良好な水平面内指向特性を有する。
要するに、この実施の形態に係るアンテナは、良好なＶ．Ｓ，Ｗ．Ｒ特性および水平面内
指向特性を有する２周波共用無指向アンテナとして作用する。
【００３０】
上記無指向アンテナの構成を基本として、２周波共用無指向アレーアンテナを構成するこ
とも可能であり、この場合には、図１１に示すようなプリント化ダイポールアレーアンテ
ナ１００の対と、図１２に示すようなプリント化給電回路２００とが図１に示す態様で組
み合わされる。
【００３１】
プリント化ダイポールアレーアンテナ１００は、図２に示したプリント化ダイポールアン
テナ１０を４個接続した構成を有する。すなわち、このプリント化ダイポールアレーアン
テナ１００は、ダイポールアンテナパターン１２，１２、ダイポールアンテナパターン１
３，１３、および上記給電ラインパターン１５ａ，１５ｂの組を長尺状の誘電体基板１１
０の長手方向に４組配列形成してある。
なお、各パターンの組間には、シールドポストパターン１６がそれぞれ薄膜導体によって
形成されている。また、各パターンの組の配列間隔Ｌ７は、約０．４４λ（８８５ＭＨｚ
），１．００λ（２．０４５ＧＨｚ）に設定されている。
【００３２】
一方、図１２に示すプリント化給電回路２００は、上記基板１１０の長さに対応する長さ
を有した誘電体基板２１０を備え、この基板２１０の一方の面に薄膜導体からなる分岐回
路パターン２２０を形成するとともに、他方の面に薄膜導体からなるグランドパターン２
３０を形成してある。
【００３３】
分岐回路パターン２２０は、いわゆる並列給電回路を構成している。すなわち、基板２１
０の中央部から図１２の上下方向に分岐する一対の主線路２２０ａと、各主線路２２０ａ
の先端から左右に分岐する分岐線路２２０ｂ，２２０ｂと、これらの線路２２０ｂの先端
からそれぞれ上下方向に分岐する分岐線路２２０ｃとを有している。また、グランドパタ
ーン２３０は、給電回路パターン２２０の背面に位置し、基板２１０の中央部をその長手
方向に沿って縦断する態様で形成されている。
【００３４】
上記各基板１１０，１１０および２１０は、図１に示すように、前述した無指向アンテナ
の各基板１１，１１および２１と同様の態様で配置される。そして、プリント化給電回路
２００における分岐回路パターン２２０の各分岐線路２２０ｃは、それらの先端部が対応
するプリント化ダイポールアレーアンテナ１００の対応する給電ラインパターン１５０ａ
の中間点にそれぞれハンダ付け等の手段によって電気的に接続され、また、プリント化給
電回路２００におけるグランドパターン２３０は、上記各分岐線路２２０ｃの先端部に対
応する部位においてプリント化ダイポールアレーアンテナ１００の対応する給電ラインパ
ターン１５ｂの中間点にそれぞれ同様の手段によって電気的に接続される。
更に、上記グランドパターン２３０は、各ダイポールアレーアンテナ１００の各シールド
ポスト１６の中点にそれぞれハンダ付け等の手段によって電気的に接続される。
【００３５】
このような構成を有するこの実施の形態に係る無指向アレーアンテナにおいては、プリン
ト化給電回路２００における各主線路２２０ａの分岐端とグランドパターン２３０の対応
する部位に図示していない高周波コネクタを介して給電ケーブル１７０が接続される。
【００３６】
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図１に示すように、給電回路基板２１０におけるグランドパターン２３０が形成された面
側には、該パターン２３０に対向する導体板１８０がこの基板２１０の長手方向に沿って
配設されており、上記給電ケーブル１７０は、この導体板１８０とグランドパターン２３
０との間に形成されたスペースに収納される。
給電回路基板２１０の反対の面側にも導体板１８０′が設けられているが、これは、電気
的なバランスをとるためのものである。なお、上記導体板１８０，１８０′は、共に接地
されているので、図示していない避雷針を設けた場合の接地線路としても活用することが
できる。
【００３７】
この無指向アレーアンテナは、前述した無指向アンテナを素子アンテナとして、この素子
アンテナを４個直線状に配列した構成を有する。つまり、４素子１ブロック構成のアレー
アンテナである。個々の素子アンテナのＶ．Ｓ，Ｗ．Ｒ特性は、図４に示した通りである
。したがって、この無指向アレーアンテナも、図１３に示すように、使用周波数帯域８１
０～９６０ＭＨｚおよび１．９２～２．１７ＧＨｚにおいて良好なＶ．Ｓ，Ｗ．Ｒ特性を
示す。
【００３８】
この無指向アレーアンテナは、各プリント化ダイポールアレーアンテナ１００と、プリン
ト化給電回路２００とを断面Ｈ状に組み合わすだけで極めて容易に構成することができる
。また、一本の給電ケーブル１７０を用いての給電が可能であり、しかも、給電ケーブル
１７０を前記接地導体板１８０とグランドパターン２３０との間に形成されたスペースに
収納することができるので、この給電ケーブルの影響を受けない良好な指向特性を得るこ
とができる。
なお、前記シールドポストパターン１６は、隣接するダイポールアンテナパターン１２，
１２相互間をシールドして、Ｖ．Ｓ．Ｗ．Ｒ特性を向上させる作用をなす。
【００３９】
上記４素子１ブロックの無指向アレーアンテナを縦方向に複数段配列すれば、さらに素子
アンテナ数の多い大型の無指向アレーアンテナを構成することができる。すなわち、例え
ば、図１４に示すように、上記４素子１ブロックの無指向アレーアンテナを４ブロック（
１Ｂ～４Ｂ）多段接続すれば、１６素子の無指向アレーアンテナを構成することができる
。
【００４０】
この場合、個々のブロック１Ｂ～４Ｂの無指向アレーアンテナに接続された各給電ケーブ
ル１７０は、４電力分配器３０、分波器３１を介して０．８ＧＨｚ帯接続端子３２および
２ＧＨｚ帯接続端子３３に接続される。もちろん、これらの給電ケーブル１７０は、図１
に示すグランドパターン２３０と導体板１８０との間に収納されるので、これらの給電ケ
ーブル１７０およびその接続コネクタが指向性等に悪影響を与える虞はない。この４本の
給電ケーブル１８０やそれを接続するためのコネクタを無造作に配置した場合、指向特性
等の劣化を招くことになる。
なお、上記４本の給電ケーブル１７０の途中に移相器を挿入して、個々の素子アンテナに
おけるビームのチルト角を変化させることも可能である。
【００４１】
ところで、図２および図１１に示したダイポールアンテナパターン１３，１３は、その給
電点１３ａ，１３ｂがそれぞれ給電ラインパターン１５ａ，１５ｂを介して対応するダイ
ポールアンテナパターン１２，１２の給電点１２ａ，１２ｂに接続されているが、図１５
に示すように、ダイポールアンテナパターン１３，１３を対応するダイポールアンテナパ
ターン１２，１２から切離して形成することも可能である。
この場合、ダイポールアンテナパターン１３，１３は、図３および図１２に示したプリン
ト化給電回路２０および２００から切離されるが、共振によって適用周波数帯のダイポー
ルアンテナとして作動することになる。
【００４２】
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また、図２および図１１に示したダイポールアンテナパターン１３，１３は、それぞれ対
応するダイポールアンテナパターン１２，１２の外側近傍に形成されているが、図１６に
示すように、ダイポールアンテナパターン１２，１２に相対向する一対の略Ｕ字状の切欠
き部１２ｃを設けることによって、このポールアンテナパターン１２，１２の内部にポー
ルアンテナパターン１３，１３を形成することも可能である。
【００４３】
以上においては、２周波に共用する無指向アンテナについて説明したが、３周波以上の波
に共用する無指向アンテナも構成することができる。すなわち、例えば、３周波に共用す
る無指向アンテナを構成する場合には、図２に示したダイポールアンテナパターン１３，
１３の側近に該ダイポールアンテナパターン１３，１３およびダイポールアンテナパター
ン１２，１２とは長さの異なる別のダイポールアンテナパターンをそれぞれ形成すれば良
い。
また、図１６の例では、ダイポールアンテナパターン１３，１３に上記した略Ｕ字状の切
欠き部１２ｃと同様の切欠き部を設けて、このポールアンテナパターン１３，１３内に別
のダイポールアンテナパターンを形成すれば良い。
【００４４】
【発明の効果】
本発明によれば、小型かつコンパクトな無指向アンテナおよびアレー構成の無指向アンテ
ナを構成することができる。
また、複数の周波に共用することができる無指向アンテナおよびアレー構成の無指向アン
テナを容易、かつ、コンパクト性を損なうことなく構成することができる。
そして、アレー構成の無指向アンテナにおいては、プリント化給電回路のグランドパター
ンとこれに対向するカバープレートとの間に給電ケーブルを配設することにより、この給
電ケーブルによる影響を抑制して、より良好な指向特性を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る無指向アンテナの実施の形態を示す断面図である。
【図２】プリント化ダイポールアンテナの一構成例を示す平面図である。
【図３】プリント化給電回路の一構成例を示す平面図である。
【図４】本発明に係る無指向アンテナのＶ．Ｓ．Ｗ．Ｒ特性を例示したグラフである。
【図５】本発明に係る無指向アンテナの周波数８１０．０ＭＨｚについての水平面内指向
特性を例示したグラフである。
【図６】本発明に係る無指向アンテナの周波数８８５．０ＭＨｚについての水平面内指向
特性を例示したグラフである。
【図７】本発明に係る無指向アンテナの周波数９６０．０ＭＨｚについての水平面内指向
特性を例示したグラフである。
【図８】本発明に係る無指向アンテナの周波数１．９２ＧＨｚについての水平面内指向特
性を例示したグラフである。
【図９】本発明に係る無指向アンテナの周波数２．０４５ＧＨｚについての水平面内指向
特性を例示したグラフである。
【図１０】本発明に係る無指向アンテナの周波数２．１７ＧＨｚについての水平面内指向
特性を例示したグラフである。
【図１１】プリント化ダイポールアレーアンテナの一構成例を示す平面図である。
【図１２】プリント化ダイポールアレーアンテナ用プリント化給電回路の一構成例を示す
平面図である。
【図１３】本発明に係る無指向アレーアンテナのＶ．Ｓ．Ｗ．Ｒ特性を例示したグラフで
ある。
【図１４】本発明に係る１６素子無指向アレーアンテナの電気接続形態の一例を示すブロ
ック図。
【図１５】ダイポールアンテナパターンの他の構成例を示した平面図である。
【図１６】ダイポールアンテナパターンの更に別の構成例を示した平面図である。
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【符号の説明】
１０，１００　プリント化ダイポールアンテナ
１１，１１０，２１，２１０　誘電体基板
１２，１３　ダイポールアンテナパターン
１２ａ，１２ｂ，１３ａ，１３ｂ　給電点
１２ｃ　切欠き部
１５ａ，１５ｂ　給電ラインパターン
２３，２３０　グランドパターン
１７０　給電ケーブル
１８０　導体板 10

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】
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